平成26年度　事前評価調書（総事業費10億円以上）
	事業名
	一般府道郡戸大堀線　歩道整備事業

	担当部署
	都市整備部 交通道路室 道路環境課 交通安全施設グループ（連絡先06－6944－9283）

	事業箇所
	羽曳野市南恵我之荘

	目的
	　本事業箇所は、近鉄恵我ノ荘駅へのアクセス道路であることから、特に、朝夕の通勤・通学などの時間帯において歩行者、自転車の利用が多い。現状は歩道が未整備であり、車道幅員も十分確保されていないため、通行車両と歩行者等が交錯し危険な状態である。そこで、自歩道を設置するとともに車道幅員を拡幅することにより、歩行者等の安全と交通の利便性の向上を図ることを目的とする。
また本事業箇所は羽曳野市のバリアフリー基本構想に位置付けられており、同市が整備する恵我ノ荘駅前広場に合わせて整備することとしている。

	内容
	○歩道整備

　延長：Ｌ＝500ｍ

　（現況）Ｗ＝5.4ｍ

　　　　　歩道なし

（計画）Ｗ＝16.0ｍ

　　　　　自転車歩行者道両側（Ｗ＝3.5ｍ×2）

	事業費
	全体事業費：約15.1億円（国：8.3億円、6.8億円）
（内訳）調査費等約　0.1億円

用地費　約14.0億円

　　　　　工事費　約　1.0億円

	
	【事業費の積算根拠】

予備設計から数量を算出。事業費は積み上げにより算出。
	【工事費の内訳】

歩道整備工事等　約1.0億円

	事業費の変動要因
	【今後の事業費変動要因の予測】

・用地補償費の算定については、概算額で計上しており、今後、詳細な調査により確定することから、事業費が変動する可能性がある。

	維持管理費
	5.0百万円／年･ｋｍ

	関連事業
	羽曳野市　恵我ノ荘駅前広場整備事業（仮称）

	上位計画等に

おける位置付け
	大阪府都市整備中期計画（案）(H24.3)
「羽曳野市バリアフリー基本構想（恵我ノ荘駅周辺地区）」（H26.3）

	優先度
	本事業箇所は、羽曳野市バリアフリー基本構想の生活関連経路に設定された道路であり、歩行者、自転車利用者も多くバス路線としても指定されていることから、優先的に整備していく必要がある。

	事業を巡る社会

経済情勢等
	○当該道路の状況
　当該事業区間は、近鉄恵我ノ荘駅へのアクセス道路であるが、現在歩道がないため朝夕は駅へ向かう通勤、通学の利用者が路側部分を交錯しながら通行し危険な状況となっている。
また、車道が狭隘でありながら路線バスが通行する路線となっており、路線バスが通行する際には、歩行者や自転車使用者が更に危険な状態となっている。
○現況交通量（平成22年　道路交通センサス）

　自動車交通量　　　　：4,053台／12ｈ

　歩行者交通量　　　　：873人／日

　自転車交通量　　　　：1,642台／日

　動力付き二輪車類　　：820台／日
○交通事故発生状況（当該箇所近傍）
　Ｈ２２～Ｈ２５　　：７件

	地元の協力体制等
	羽曳野市の事業協力
・恵我之荘駅前広場の整備（羽曳野市施行）
・整備後は羽曳野市による道路管理

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	交通安全事業における費用便益分析手法は確立されていない。

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【効果項目】

〈安全・安心〉
○歩車分離を図ることにより、歩行者・自転車等の安全を確保する。
〈活力〉

○誰もが安心して社会参加できる生活空間の形成（バリアフリー化の推進、歩行者交通

　等の利便性向上）
〈快適性〉

○自歩道等の整備による、歩行者、自転車等の通行利便性の向上

【受益者】

沿道住民、道路利用者

	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	平成27　　年度　：測量・設計

平成28～32年度　：用地買収

平成32～33年度　：工事

	完成予定年度
	平成33年度

	代替手法との

比較検討
	　本箇所で歩行者等の安全を確保するためには、通行車両と歩行者等を物理的に分離でき

る自歩道を両側に整備することが最善策である。また、本路線の両側には商店及び銀行等が立地しており歩行者導線からも両側に歩道設置が必要である。

	自然環境等への

影響とその対策
	周辺は市街地が形成されており、本事業において新たに自然環境に影響をあたえることはない。

	その他特記事項
	特になし
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	対応方針（原案）
	事業実施
＜判断の理由＞

本箇所は、近鉄恵我ノ荘駅へのアクセス道路であり、特に朝夕は駅を利用する通勤・通学等の歩行者や自転車利用者が多いにもかかわらず、道路の現況は歩道が無く、危険な状況となっている。また、沿道には商店や銀行が隣接していることから、駅の利用者をはじめ沿道の商業施設利用者の歩行者導線を勘案し、道路両側の自歩道整備を行うことにより、誰もが安全・安心・快適に通行できる歩行空間が確保できることから「事業実施」とする。



